
【表紙】

 

 

【提出書類】

 

有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】

 

関東財務局長殿

【提出日】

 

2023年６月９日

【発行者名】

 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】

 

代表取締役社長　　大越　昇一

【本店の所在の場所】

 

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　東京ビルディング

【事務連絡者氏名】 内藤　敏信

 （連絡場所）

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　東京ビルディング

 

【電話番号】

 

０３－６７３６－２０００

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信

託受益証券に係るファンドの名称】

 

ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープン

 

【届出の対象とした募集（売出）内国投資信

託受益証券の金額】

 

2,000億円を上限とします。

【縦覧に供する場所】

 

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 1/41



Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　本日、半期報告書を提出いたしましたので、2022年12月９日付で提出した有価証券届出書（以下「原届出

書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため、訂

正届出書を提出いたします。

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 
第一部【証券情報】
 
（４）発行（売出）価格

＜訂正前＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

 

＜訂正後＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

 

（１）ファンドの目的及び基本的性格

 

（ニ）ファンドの特色

＜訂正前＞

本書で使用される名称等について、以下のとおり定義します。

（略）

ラッセル野村中小型インデックス

Russell/Nomura日本株インデックスのサイズ別指数です。

Russell/Nomura Total Marketインデックス（ラッセル野村総合インデックス）は、日本株式

市場全体の時価総額上位約98％をカバーする指数で、このうち時価総額下位約50％の銘柄によ

りRussell/Nomura Mid-Small Capインデックス（ラッセル野村中小型インデックス）が構成さ

れています。同指数の時価総額分類においては、市場の実勢を反映させるため安定持株控除後

の時価総額を用いており、指数構成銘柄の見直しは原則年１回行われています。

Russell/Nomura日本株インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村證券株式会社

およびFrank Russell Companyに帰属します。なお、野村證券株式会社およびFrank Russell

Companyは、当インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性および適合

性を保証するものではなく、インデックスの利用者およびその関連会社が当インデックスを用

いて行う事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。

（略）

 

（略）
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②　銘柄の選定は、日本株式グロース戦略運用担当が行う企業取材に基づくボトムアップ・アプローチ方

式で行います。

■ポイント１　徹底した企業取材を基にした分析

（略）

＊　Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マネジメントで日本株式グロース戦略の運用を担当するポートフォリオ・マネ

ジャー、ならびに委託会社の株式運用本部に所属する他の運用チームおよび投資調査部所属のアナリストによる大

型株式を含む日本の株式についての企業取材件数の合計は、年間延べ約4,900件（2021年実績）です。

（以下略）

 

＜訂正後＞

本書で使用される名称等について、以下のとおり定義します。

（略）

ラッセル野村中小型インデックス

Russell/Nomura日本株インデックスのサイズ別指数です。

Russell/Nomura Total Marketインデックス（ラッセル野村総合インデックス）は、日本株式

市場全体の時価総額上位約98％をカバーする指数で、このうち時価総額下位約50％の銘柄によ

りRussell/Nomura Mid-Small Capインデックス（ラッセル野村中小型インデックス）が構成さ

れています。同指数の時価総額分類においては、市場の実勢を反映させるため安定持株控除後

の時価総額を用いており、指数構成銘柄の見直しは原則年１回行われています。

Russell/Nomura日本株インデックスの知的財産権およびその他一切の権利は野村フィデュー

シャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank Russell Companyに帰属しま

す。なお、野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社およびFrank

Russell Companyは、当インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性、市場性、商品性お

よび適合性を保証するものではなく、インデックスの利用者およびその関連会社が当インデッ

クスを用いて行う事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。

（略）

 

（略）

②　銘柄の選定は、日本株式グロース戦略運用担当が行う企業取材に基づくボトムアップ・アプローチ方

式で行います。

■ポイント１　徹底した企業取材を基にした分析

（略）

＊　Ｊ．Ｐ．モルガン・アセット・マネジメントで日本株式グロース戦略の運用を担当するポートフォリオ・マネ

ジャー、ならびに委託会社の株式運用本部に所属する他の運用チームおよび投資調査部所属のアナリストによる大

型株式を含む日本の株式についての企業取材件数の合計は、年間延べ約4,600件（2022年実績）です。

（以下略）

 

（３）ファンドの仕組み

＜訂正前＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（2022年10月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（2022年10月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（2023年４月末現在）
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（略）

⑤　大株主の状況（2023年４月末現在）

（以下略）

 

 

２【投資方針】

 

（１）投資方針

＜訂正前＞

（略）

（ロ）投資態度

（略）

②　マザーファンドにおける運用プロセスは次のとおりです。

（略）

 

（ｃ）ポートフォリオ構築

（略）

 

ＥＳＧ＊投資について

　　マザーファンドの運用プロセスにおいて、環境、社会、そしてガバナンス面（企業統治）の要素が、

投資対象候補銘柄のリスク要因となり得るかどうかを分析・評価しています。なお、この評価のみが投

資判断を決定付けるものではなく、リスク要因を十分考慮しつつも、リスクが認められる銘柄を組み入

れる可能性や、当該銘柄を継続的に保有する可能性があります。

＊　「ＥＳＧ」とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を合わせたものを

いいます。

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（ロ）投資態度

（略）

②　マザーファンドにおける運用プロセスは次のとおりです。

（略）

 

（ｃ）ポートフォリオ構築

（略）

 

ＥＳＧ＊投資について

　　委託会社は、マザーファンドの運用プロセスの一環として、財務的に重要な環境、社会、ガバナンス

面（企業統治）（ＥＳＧ）の要素を組み入れています（これらの要素の運用プロセスへの組み入れを

「ＥＳＧインテグレーション」といいます。以下同じ）。ＥＳＧインテグレーションは、銘柄分析と投

資判断にＥＳＧの要素を体系的に統合するものです。運用プロセスの一環として、委託会社のポート

フォリオ・マネジャーは、環境、社会、ガバナンス面の各要素が、マザーファンドの投資対象の発行会

社または国・地域等の発行体に与える影響を評価します。委託会社のポートフォリオ・マネジャーは、

各業界の主要な投資機会とリスクを分析することで、発行会社等にかかるＥＳＧの要素のうち財務的に

重要性が高い要因を特定し、当該会社等との対話に役立つ重要な問題を確認します。これらの評価は決

定的なものではなく、これらの要素により悪影響を受ける可能性のある発行会社または国・地域等の発
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行体の有価証券に投資を行い保有することがあります。一方、マザーファンドは、これらの要素により

プラスの影響を受ける可能性のある発行会社または国・地域等の発行体の有価証券であっても、それら

を売却することや投資しないことがあります。特に、ＥＳＧインテグレーションは、マザーファンドの

投資目的を変更するものではなく、特定の業種や企業を除外したり、マザーファンドの投資対象を制限

したりするものでもありません。マザーファンドは、特定の種類の企業もしくは投資対象を除外した

い、または特定のＥＳＧ目標を実現するファンドを探している投資家のために設計されているものでは

ありません。

＊　「ＥＳＧ」とは、環境（Environment）、社会（Social）、ガバナンス（Governance）の頭文字を合わせたものを

いいます。

 

（以下略）

 

（３）運用体制

＜訂正前＞

当ファンドの主要投資先であるマザーファンドにかかる、委託会社における運用体制は以下のとおりで

す。

（略）

 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、2022年９月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

当ファンドの主要投資先であるマザーファンドにかかる、委託会社における運用体制は以下のとおりで

す。

（略）

 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、2023年３月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

 

３【投資リスク】

（１）リスク要因

 

⑫　LIBORの公表停止または利用できない場合のリスクおよび留意点

＜訂正前＞

LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）とは、英国ロンドンの銀行間市場において、参加する銀行が相互に

短期資金を借り入れる際の金利指標のことをいいます。英国金融行為規制機構（FCA）は、LIBORの特定の

期間と通貨について、特定の将来の日付においてその公表が停止されること、また、当該LIBORの特定の

期間と通貨が測定することを目指す市場および経済の現状がそれを示すものではなくなることを発表して

います。この特定の将来の日付に関する情報は、

https://www.jpmorgan.com/disclosures/interbank_offered_ratesに記載されています。FCAより発表さ

れた日程は変更される可能性があり、また、LIBORの運営機関や規制当局がLIBORの算出、構成、特性のほ

か、算出対象の通貨および期間に影響を与える可能性のある措置を取る可能性もあります。そのような進

展について常に情報を入手するよう、委託会社に問い合わせることを推奨します（後記「４　手数料等及

び税金（１）申込手数料」の照会先までお問い合わせください）。現在、LIBORに代わる新しい参照金利

または代替参照金利を策定するため、業界において公的および民間の取り組みが進行しています。しか

し、そのような代替基準金利が、LIBORと類似するまたは同等の価値もしくは経済的同等性をもたらすこ
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とや、公表停止または利用不可能になる前のLIBORと同等の取引量または流動性を有することは保証され

ません。その結果、マザーファンドを含むファンドまたは他の顧客の口座において投資する特定の貸付債

権、債券、デリバティブ取引、およびその他の金融商品、またはマザーファンドを含むファンドまたは他

の顧客の口座の投資対象の一部または全部を含む投資にかかる価格、流動性、または投資結果に影響を与

える可能性、ならびに反対売買および新しい取引の開始に関連して費用が発生する可能性があります。こ

れらのリスクは、他の銀行間取引金利（Euriborなど）や、ベンチマークとして扱われ、最近の規制改革

の対象となっているその他のさまざまな指標、金利、価格に関連する変更に関しても生じる可能性があり

ます。

 

＜訂正後＞

LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）とは、英国ロンドンの銀行間市場において、参加する銀行が相互に

短期資金を借り入れる際の金利指標のことをいいます。英国金融行為規制機構（FCA）は、LIBORの特定の

テナー（期間）と通貨が、特定の将来の日付においてその公表が停止されること、また、測定対象の市場

および経済の実態を示すものではなくなることを発表しています（この特定の将来の日付に関する情報

は、https://www.jpmorgan.com/disclosures/interbank_offered_rates（英文）に掲載されています）。

FCAより発表された日程は変更される可能性があり、また、LIBORの運営機関や規制当局がLIBORの算出、

構成、特性のほか、算出対象の通貨および期間に影響を与える可能性のある措置を取る可能性もありま

す。そのような進展について常に情報を入手するために委託会社に問い合わせることを推奨します（後記

「４　手数料等及び税金（１）申込手数料」の照会先までお問い合わせください）。現在、LIBORに代わ

る新しい金利指標または代替金利指標を策定するため、業界において公的および民間の取り組みが進行し

ています。しかし、そのような代替金利指標が、LIBORと類似するまたは同等の価値もしくは経済的同等

性をもたらすことや、公表が停止されたまたは利用が不可能となる以前のLIBORと同等の取引量または流

動性を有することは保証されません。これによりマザーファンドの投資対象の一部または全部を構成する

マザーファンドの特定のデリバティブ取引および他の金融商品または投資対象にかかる価格、流動性また

は投資結果に影響を与える可能性があり、結果として反対売買および新しい取引の開始に関連して費用が

発生する可能性があります。これらのリスクは、他の銀行間取引金利（Euriborなど）や、ベンチマーク

として扱われ、最近の規制改革の対象となっているその他のさまざまな指標、金利、価格に関連する変更

に関しても生じる可能性があります。

 

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３　投資リスク　（１）リスク要因」末尾の

参考情報について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
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（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

委託会社およびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア・パシフィック）リミテッドにおいて

は、運用部門から独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。

（略）

（2022年９月末現在）

 
（以下略）
 
＜訂正後＞

委託会社およびＪＰモルガン・アセット・マネジメント（アジア・パシフィック）リミテッドにおいて

は、運用部門から独立した以下の部門が以下に掲げる事項その他のリスク管理を行います。
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（略）

（2023年３月末現在）

 
（以下略）

 

 

４【手数料等及び税金】

 

（１）申込手数料

＜訂正前＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

（以下略）

 

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞

（略）

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は2022年10

月末現在適用されるものです。

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は2023年４

月末現在適用されるものです。

 

（以下略）

 

 

５【運用状況】

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　５　運用状況」について、以下の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  （2023年４月10日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 8/41



親投資信託受益証券 日本 2,948,952,892 100.13

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △3,847,427 △0.13

合計(純資産総額)  2,945,105,465 100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

親投資信託は、全て「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」です（以下同じ）。

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

  （2023年４月10日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 4,272,052,500 96.51

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 154,457,234 3.49

合計(純資産総額)  4,426,509,734 100.00

　（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

 

（２）投資資産

①　投資有価証券の主要銘柄

       （2023年４月10日現在）

順

位

国／

地域
種類 銘柄名 口数

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本
親投資信託

受益証券

ＧＩＭ中小型株・アクティブ・

オープン・マザーファンド
1,363,425,444 2.1956 2,993,592,938 2.1629 2,948,952,892 100.13

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

        （2023年４月10日現在）

順

位

国／

地域
種類 銘柄名 業種 株式数

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

投資

比率

(％)

1 日本 株式 ミスミグループ本社 卸売業 40,500 3,460.00 140,130,000 3,080.00 124,740,000 2.82

2 日本 株式 ライト工業 建設業 61,400 1,929.00 118,440,600 1,936.00 118,870,400 2.69

3 日本 株式 日本酸素ホールディングス 化学 49,700 2,569.00 127,679,300 2,348.00 116,695,600 2.64

4 日本 株式 三井化学 化学 33,500 3,155.00 105,692,500 3,270.00 109,545,000 2.47

5 日本 株式 メック 化学 44,500 2,499.00 111,205,500 2,427.00 108,001,500 2.44

6 日本 株式 ディスコ 機械 7,500 11,633.33 87,250,000 14,170.00 106,275,000 2.40

7 日本 株式 太陽誘電 電気機器 25,200 4,300.00 108,360,000 4,210.00 106,092,000 2.40

8 日本 株式

パン・パシフィック・イン

ターナショナルホールディン

グス

小売業 40,500 2,605.00 105,502,500 2,573.00 104,206,500 2.35

9 日本 株式 カプコン 情報・通信業 21,500 3,750.00 80,625,000 4,725.00 101,587,500 2.29

10 日本 株式 三菱ＨＣキャピタル その他金融業 144,500 681.00 98,404,500 682.00 98,549,000 2.23

11 日本 株式
スクウェア・エニックス・

ホールディングス
情報・通信業 15,500 6,250.00 96,875,000 6,320.00 97,960,000 2.21

12 日本 株式 三和ホールディングス 金属製品 69,900 1,392.00 97,300,800 1,390.00 97,161,000 2.19

13 日本 株式 ミルボン 化学 17,800 6,370.00 113,386,000 5,430.00 96,654,000 2.18

14 日本 株式 Ｔ＆Ｄホールディングス 保険業 55,500 1,692.07 93,910,210 1,668.00 92,574,000 2.09

15 日本 株式 物語コーポレーション 小売業 32,700 2,373.33 77,608,000 2,773.00 90,677,100 2.05

16 日本 株式 三浦工業 機械 27,000 2,961.00 79,947,000 3,275.00 88,425,000 2.00

17 日本 株式 ＰＡＬＴＡＣ 卸売業 18,100 4,300.25 77,834,565 4,845.00 87,694,500 1.98

18 日本 株式 アイカ工業 化学 28,800 3,230.00 93,024,000 2,986.00 85,996,800 1.94

19 日本 株式 九州旅客鉄道 陸運業 28,800 3,010.00 86,688,000 2,977.00 85,737,600 1.94

20 日本 株式 丸井グループ 小売業 38,800 2,554.00 99,095,200 2,039.00 79,113,200 1.79

21 日本 株式 ネットワンシステムズ 情報・通信業 24,600 3,015.00 74,169,000 3,110.00 76,506,000 1.73

22 日本 株式 ニフコ 化学 20,800 3,180.00 66,144,000 3,675.00 76,440,000 1.73
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23 日本 株式 ラクス 情報・通信業 39,000 1,653.00 64,467,000 1,856.00 72,384,000 1.64

24 日本 株式 大塚商会 情報・通信業 15,800 4,685.63 74,032,994 4,560.00 72,048,000 1.63

25 日本 株式 朝日インテック 精密機器 29,100 2,522.00 73,390,200 2,329.00 67,773,900 1.53

26 日本 株式 エフピコ 化学 20,600 3,405.00 70,143,000 3,125.00 64,375,000 1.45

27 日本 株式 コスモス薬品 小売業 5,400 14,500.00 78,300,000 11,830.00 63,882,000 1.44

28 日本 株式 日本取引所グループ その他金融業 31,000 2,095.00 64,945,000 2,057.50 63,782,500 1.44

29 日本 株式 日揮ホールディングス 建設業 36,700 1,969.00 72,262,300 1,696.00 62,243,200 1.41

30 日本 株式
スター・マイカ・ホールディ

ングス
不動産業 91,200 776.00 70,771,200 663.00 60,465,600 1.37
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種類別および業種別投資比率

 （2023年４月10日現在）

種類 投資比率（％）

親投資信託受益証券 100.13

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

（2023年４月10日現在）

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

株式 国内 建設業 4.99

  化学 19.58

  医薬品 1.34

  ガラス・土石製品 1.66

  鉄鋼 0.83

  金属製品 3.47

  機械 6.21

  電気機器 3.45

  輸送用機器 1.00

  精密機器 4.37

  その他製品 1.25

  陸運業 1.94

  情報・通信業 12.55

  卸売業 5.84

  小売業 11.27

  証券、商品先物取引業 0.28

  保険業 3.15

  その他金融業 3.67

  不動産業 1.37

  サービス業 8.29

合計   96.51

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）運用実績

①　純資産の推移

　2023年４月10日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次

の通りです。

期 年月日

純資産総額

（百万円）

（分配落）

純資産総額

（百万円）

（分配付）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配落）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配付）

14期 (2013年９月10日) 12,578 12,578 0.8448 0.8448

15期 (2014年９月10日) 9,815 9,815 0.9723 0.9723

16期 (2015年９月10日) 6,680 6,680 1.1058 1.1058

17期 (2016年９月12日) 5,534 5,534 1.0501 1.0501

18期 (2017年９月11日) 4,887 4,887 1.3559 1.3559

19期 (2018年９月10日) 5,169 5,169 1.4844 1.4844

20期 (2019年９月10日) 4,189 4,189 1.3591 1.3591

21期 (2020年９月10日) 4,160 4,160 1.6774 1.6774

22期 (2021年９月10日) 4,411 4,411 2.2435 2.2435

23期 (2022年９月12日) 3,078 3,078 1.5408 1.5408

 2022年４月末日 3,113 － 1.5041 －

 2022年５月末日 3,092 － 1.4772 －

 2022年６月末日 2,920 － 1.4244 －

 2022年７月末日 3,009 － 1.4977 －

 2022年８月末日 3,060 － 1.5308 －

 2022年９月末日 2,945 － 1.4604 －

 2022年10月末日 3,069 － 1.5127 －

 2022年11月末日 3,118 － 1.5436 －

 2022年12月末日 2,896 － 1.4532 －

 2023年１月末日 2,997 － 1.5105 －

 2023年２月末日 3,010 － 1.5199 －

 2023年３月末日 3,012 － 1.5329 －

 2023年４月10日 2,945 － 1.4950 －
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②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

14期 0.0000

15期 0.0000

16期 0.0000

17期 0.0000

18期 0.0000

19期 0.0000

20期 0.0000

21期 0.0000

22期 0.0000

23期 0.0000

24期（中間期） 0.0000

 

③　収益率の推移

期 収益率（％）

14期 84.9

15期 15.1

16期 13.7

17期 △5.0

18期 29.1

19期 9.5

20期 △8.4

21期 23.4

22期 33.7

23期 △31.3

24期（中間期） △0.3

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前

期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。
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（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

14期 14,635,629,902 3,285,378,504 14,889,139,209

15期 5,579,401,474 10,373,379,972 10,095,160,711

16期 1,506,283,920 5,560,098,940 6,041,345,691

17期 1,116,195,128 1,886,998,510 5,270,542,309

18期 731,352,514 2,397,309,561 3,604,585,262

19期 971,333,069 1,093,084,188 3,482,834,143

20期 230,849,730 630,778,130 3,082,905,743

21期 373,375,587 975,609,503 2,480,671,827

22期 624,433,899 1,138,617,950 1,966,487,776

23期 396,475,759 364,641,046 1,998,322,489

24期（中間期） 91,574,727 128,743,597 1,961,153,619

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>

最新の運用実績は、委託会社ホームページ（am.jpmorgan.com/jp）、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2023年４月10日 設定日 2000年５月12日

純資産総額 29億円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移
  期 年月 円

 19期 2018年９月 0

 20期 2019年９月 0

 21期 2020年９月 0

 22期 2021年９月 0

 23期 2022年９月 0

  設定来累計 0

 ＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

＊基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。   
 

組入上位銘柄  業種別構成状況

 業種 投資比率※

 化学 19.6%

 情報・通信業 12.6%

 小売業 11.3%

 サービス業 8.3%

 機械 6.2%

 その他 38.6%

 

 

 

年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝（年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－1）×100
＊2023年の年間収益率は前年末営業日から2023年4月10日までのものです。
＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープンです。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※ファンドはマザーファンドを通じて投資を行うため、マザーファンドの投資銘柄をファンドが直接保有しているものとみなし、ファンドの純
資産総額に対する投資比率として計算しています。

 

 

第２【管理及び運営】

 

１【申込（販売）手続等】

＜訂正前＞

（略）

⑧　申込取扱場所
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（略）

照会先：

（略）

HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

⑧　申込取扱場所

（略）

照会先：

（略）

HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

（以下略）

 

 

３【資産管理等の概要】

 

（１）資産の評価

＜訂正前＞

（略）

照会先：

（略）

HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

 

＜訂正後＞

（略）

照会先：

（略）

HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

 

（５）その他

＜訂正前＞

（略）

③　運用報告書

（略）

HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

 

＜訂正後＞

（略）

③　運用報告書

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp
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第３【ファンドの経理状況】

 

＜訂正前＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第24期計算期間（2021年９月11日

から2022年９月12日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けてお

ります。

 

＜訂正後＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　　また、当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財

産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表および中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第24期計算期間（2021年９月11日

から2022年９月12日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けてお

ります。

　　また、当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（2022年９

月13日から2023年３月12日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間

監査を受けております。

 

原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　１　財務諸表」について、以下の中間財

務諸表に関する事項が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

【ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープン】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：円）

 
前計算期間末

(2022年９月12日現在)
当中間計算期間末
(2023年３月12日現在)

資産の部   
流動資産   
親投資信託受益証券 3,105,301,299 3,037,553,083

未収入金 1,357,249 11,335,372

流動資産合計 3,106,658,548 3,048,888,455

資産合計 3,106,658,548 3,048,888,455

負債の部   
流動負債   
未払解約金 1,357,249 11,335,372

未払受託者報酬 1,699,055 1,621,948

未払委託者報酬 24,296,354 23,193,783

その他未払費用 339,748 324,331

流動負債合計 27,692,406 36,475,434

負債合計 27,692,406 36,475,434

純資産の部   
元本等   
元本 ※１ 1,998,322,489 ※１ 1,961,153,619

剰余金   
中間剰余金又は中間欠損金（△） 1,080,643,653 1,051,259,402

（分配準備積立金） 1,426,126,607 1,337,045,281

元本等合計 3,078,966,142 3,012,413,021

純資産合計 3,078,966,142 3,012,413,021

負債純資産合計 3,106,658,548 3,048,888,455
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
前中間計算期間

(自　2021年９月11日
　至　2022年３月10日)

当中間計算期間
(自　2022年９月13日
　至　2023年３月12日)

営業収益   
有価証券売買等損益 △1,465,078,402 15,384,383

営業収益合計 △1,465,078,402 15,384,383

営業費用   
受託者報酬 2,097,732 1,621,948

委託者報酬 29,997,501 23,193,783

その他費用 419,490 324,331

営業費用合計 32,514,723 25,140,062

営業利益又は営業損失（△） △1,497,593,125 △9,755,679

経常利益又は経常損失（△） △1,497,593,125 △9,755,679

中間純利益又は中間純損失（△） △1,497,593,125 △9,755,679

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
△56,031,926 △3,770,483

期首剰余金又は期首欠損金（△） 2,445,305,062 1,080,643,653

剰余金増加額又は欠損金減少額 193,145,361 46,057,367

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
193,145,361 46,057,367

剰余金減少額又は欠損金増加額 213,830,489 69,456,422

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
213,830,489 69,456,422

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 983,058,735 1,051,259,402
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当中間財務諸表対象期間

１．有価証券の評価

基準および評価

方法

親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で評価しており

ます。

２．その他中間財務

諸表作成のため

の重要な事項

中間計算期間末日の取扱い

　2022年９月10日および2022年９月11日が休日のため、信託約款第42条

により、前計算期間末日を2022年９月12日としており、当中間計算期間

末日を2023年３月12日としております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前計算期間末

(2022年９月12日現在)

当中間計算期間末

(2023年３月12日現在)

※１期首元本額 1,966,487,776円 1,998,322,489円

期中追加設定元本額 396,475,759円 91,574,727円

期中一部解約元本額 364,641,046円 128,743,597円

受益権の総数 1,998,322,489口 1,961,153,619口

１口当たりの純資産額 1.5408円 1.5360円

(１万口当たりの純資産額) (15,408円) (15,360円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

20/41



（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 
前計算期間末

(2022年９月12日現在)

当中間計算期間末

(2023年３月12日現在)

１．中間貸借対照表計上

額、時価およびその差

額

　貸借対照表計上額は前計算期

間末の時価で計上しているた

め、その差額はありません。

　中間貸借対照表計上額は当中

間計算期間末の時価で計上して

いるため、その差額はありませ

ん。

２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事

項に関する注記」に記載して

おります。

(1)有価証券

　同左

 (2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品

は、短期間で決済され、時価

は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該金融商品の帳簿

価額を時価としております。

(2)有価証券以外の金融商品

　同左

３．金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

　金融商品の時価の算定におい

ては、一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件

によった場合、当該価額が異な

ることもあります。

　同左

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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（参考）

　当ファンドは「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象とし

ており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信託の受益証券

であります。

　尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。

 

「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の状況

　尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記

番号

(2022年９月12日現在) (2023年３月12日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

金銭信託  152,547,304 96,874,767

株式  4,481,739,700 4,479,319,700

未収入金  13,874,437 －

未収配当金  1,934,809 6,301,700

流動資産合計  4,650,096,250 4,582,496,167

資産合計  4,650,096,250 4,582,496,167

負債の部    

流動負債    

未払金  17,750,314 608,582

未払解約金  9,644,167 18,337,017

流動負債合計  27,394,481 18,945,599

負債合計  27,394,481 18,945,599

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 2,093,941,540 2,056,668,659

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  2,528,760,229 2,506,881,909

元本等合計  4,622,701,769 4,563,550,568

純資産合計  4,622,701,769 4,563,550,568

負債純資産合計  4,650,096,250 4,582,496,167
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（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

有価証券の評価基

準および評価方法

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証券

　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品取

引所等における最終相場（外貨建証券の場合は知りうる直近の最終相場）

で評価しております。

　当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品取引所

等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最終相

場によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引所等に

おける気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券

　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参考

統計値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は使用

しない）又は価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した価額で

評価しております。

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認定

できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合理的

事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的

事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

区分 (2022年９月12日現在) (2023年３月12日現在)

※１期首元本額 2,088,497,699円 2,093,941,540円

期中追加設定元本額 418,144,800円 105,723,123円

期中解約元本額 412,700,959円 142,996,004円

元本の内訳（注）   

ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープ

ン
1,406,577,569円 1,368,945,461円

ＪＰＭ日本中小型株ファンド 687,363,971円 687,723,198円

合　計 2,093,941,540円 2,056,668,659円

受益権の総数 2,093,941,540口 2,056,668,659口

１口当たりの純資産額 2.2077円 2.2189円

(１万口当たりの純資産額) (22,077円) (22,189円)

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
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（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 (2022年９月12日現在) (2023年３月12日現在)

１．貸借対照表計

上額、時価お

よびその差額

貸借対照表計上額は期末の時価で

計上しているため、その差額はあり

ません。

同左

２．時価の算定方

法

(1)有価証券

「重要な会計方針に係る事項に

関する注記」に記載しておりま

す。

(1)有価証券

　同左

 (2)有価証券以外の金融商品

有価証券以外の金融商品は、短

期間で決済され、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該金

融商品の帳簿価額を時価としてお

ります。

(2)有価証券以外の金融商品

　同左

３．金融商品の時

価等に関する

事項について

の補足説明

金融商品の時価の算定において

は、一定の前提条件等を採用してい

るため、異なる前提条件によった場

合、当該価額が異なることもありま

す。

同左

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

 

原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況　２　ファンドの現況」について、以下

の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

 

【純資産額計算書】

  （2023年４月10日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 2,949,916,973 円

 Ⅱ　負債総額 4,811,508 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 2,945,105,465 円

 Ⅳ　発行済口数 1,970,020,751 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.4950 円

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

  （2023年４月10日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 4,428,064,869 円

 Ⅱ　負債総額 1,555,135 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 4,426,509,734 円

 Ⅳ　発行済口数 2,046,553,825 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 2.1629 円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
 
１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額（2022年10月末現在）

（略）

 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

 

（注）前記（イ）および（ロ）の意思決定機構、組織名称等は、2022年10月末現在のものであり、今後変更となる場合があり

ます。

 

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（2023年４月末現在）

　（略）
 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

 

（注）前記（イ）および（ロ）の意思決定機構、組織名称等は、2023年４月末現在のものであり、今後変更となる場合があり

ます。

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

　届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　２　事業の内容及び営業の概況」につ

いて、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

　　投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行ってい

ます。

・投資助言・代理業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募

に関する第二種金融商品取引業

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、2023年４月末現在以下のとおりです（親投資信託は本数の

み。）。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 54 739,232

公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

26/41



私募投資信託 74 4,911,962

総合計 128 5,651,194

親投資信託 47 －
（注）百万円未満は四捨五入
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３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第32期事業年度（2021年４月１日から

2022年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第32期事業年度（2021年４月１日から

2022年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。

　　また、第33期中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の中間財務諸表については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間監査を受

けております。

 

 

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下の中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  （単位：千円）

  
第33期中間会計期間末

（2022年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  17,475,296

前払費用  61,563

未収入金  51,013

未収委託者報酬  1,906,897

未収収益  1,328,042

関係会社短期貸付金  500,000

その他  382

流動資産合計  21,323,196

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式  60,000

投資有価証券  429,021

敷金保証金  33,445

前払年金費用  201,811

繰延税金資産  1,250,064

その他  5,500

投資その他の資産合計  1,979,843

固定資産合計  1,979,843

資産合計  23,303,039
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  （単位：千円）

  
第33期中間会計期間末

（2022年９月30日）

負債の部   

流動負債   

預り金  107,516

未払金  1,284,024

未払手数料  865,479

その他未払金 ※１ 418,544

未払費用  298,764

未払法人税等  816,609

賞与引当金  1,854,227

役員賞与引当金  64,857

流動負債合計  4,425,999

固定負債   

長期未払金  269,680

賞与引当金  1,047,897

役員賞与引当金  233,311

固定負債合計  1,550,889

負債合計  5,976,888

   

純資産の部   

株主資本   

資本金  2,218,000

資本剰余金   

資本準備金  1,000,000

資本剰余金合計  1,000,000

利益剰余金   

利益準備金  33,676

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  14,074,188

利益剰余金合計  14,107,864

株主資本合計  17,325,864

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  286

評価・換算差額等合計  286

純資産合計  17,326,151

負債・純資産合計  23,303,039
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(2）中間損益計算書

  （単位：千円）

  

第33期中間会計期間

（自2022年４月１日

至2022年９月30日）

営業収益   

委託者報酬  5,111,146

運用受託報酬  3,621,271

業務受託報酬  1,329,997

その他営業収益  78,246

営業収益合計  10,140,662

営業費用   

支払手数料  2,593,916

調査費  871,789

その他営業費用  281,934

営業費用合計  3,747,640

一般管理費 ※１ 5,229,677

営業利益  1,163,344

営業外収益 ※２ 17,396

営業外費用 ※３ 443,992

経常利益  736,747

税引前中間純利益  736,747

法人税、住民税及び事業税  747,945

法人税等調整額  △410,041

法人税等合計  337,903

中間純利益  398,844
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注記事項

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

 

(2）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務と年金資産の見込額に基づ

き退職給付引当金を計上しております。ただし、当中間期末においては、年金資産の額が、退職給付債

務に未認識数理計算上の差異等を加減した額を超過するため、資産の部に前払年金費用を計上しており

ます。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

　過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により、発生した事業年度から費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）によ

る定額法により按分額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

器具備品　５年

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

32/41



４．収益及び費用の計上基準

　当社は、投資運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、業務受託報酬およびその他営業収益を稼得

しております。これらには成功報酬が含まれる場合があります。

　委託者報酬：当該報酬は投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額を基礎として算定し、投資信託

の運用期間にわたり収益として認識しております。

　運用受託報酬：当該報酬は対象顧客との投資一任契約等に基づき純資産価額を基礎として算定し、対象

口座の運用期間にわたり収益として認識しております。

　業務受託報酬およびその他営業収益：グループ会社から受領する収益は、当社のグループ会社との契約

で定められた算式に基づき月次で算定し、当該報酬は当社がグループ会社にオフショアファンド関連の

サービス等を提供する期間にわたり収益として認識しております。

　成功報酬：成功報酬は対象となるファンドまたは口座の運用益に対する一定割合、もしくは特定のベン

チマークまたはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。

当該報酬は契約上支払われることが確定した時点で収益として認識しております。

 

（中間貸借対照表関係）

第33期中間会計期間末
（2022年９月30日）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

（中間損益計算書関係）

第33期中間会計期間
（自2022年４月１日
至2022年９月30日）

※１　減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　　　　 294千円

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取配当金　　　　　　　　　　　18千円

受取利息　　　　　　　　　 　1,558千円

投資有価証券売却益　　　　　　　33千円

雑益　　　　　　　　　　　　15,785千円

※３　営業外費用のうち主要なもの

為替差損　　　　　　　　　 159,661千円

投資有価証券売却損　　　　 284,331千円
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（リース取引関係）

第33期中間会計期間末
（2022年９月30日）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。
 
１年以内 1,859千円

１年超 5,422千円

合計 7,282千円
　
 

（金融商品関係）

第33期中間会計期間末（2022年９月30日）

①　金融商品の時価等に関する事項

　2022年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、「市場価

格のない株式等」は次表には含めておりません（（注２）参照）。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 長期未払金 269,680 269,680 －

 負債計 269,680 269,680 －

 

（注１）時価と中間貸借対照表計上額との差額の表への記載を省略しているものとその理由

 

資産

「現金及び預金」「未収委託者報酬」「未収収益」「関係会社短期貸付金」

　これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略して

います。

 

負債

「未払手数料」「その他未払金」「未払費用」

　これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略して

います。

 

（注２）市場価格のない株式等

　下記の関係会社株式及び投資有価証券（合同会社出資金）については、市場価格のない株式等と認

められるため、上表に含めておりません。

 

 （単位：千円）

 中間貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

投資有価証券（合同会社出資金） 424,608
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②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

 

③　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

 

時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

    （単位：千円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期未払金 － 269,680 － 269,680

負債計 － 269,680 － 269,680

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

「長期未払金」

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しており、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお

ります。これに伴い、レベル２の時価に分類しております。

　なお、（金融商品関係）の「①　金融商品の時価等に関する事項」に記載の「投資有価証券」は、投

資信託受益証券であり、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第26項の経過措置を適用してお

り、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」第５－２項の注記を行っておりません。

　当該投資信託受益証券の中間貸借対照表計上額は（金融商品関係）の「①　金融商品の時価等に関す

る事項」に記載しております。

 

（有価証券関係）

第33期中間会計期間末（2022年９月30日）

１．関係会社株式

　関係会社株式（中間貸借対照表計上額　60,000千円）については市場価格のない株式等と認められるも

のであることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

　投資有価証券（合同会社出資金）（中間貸借対照表計上額　424,608千円）については市場価格のない株

式等と認められるものであることから、記載しておりません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のと

おりであります。

     （単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

残高報酬 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

成功報酬 － － － － －

合計 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第33期中間会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

     （単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

 

２．地域ごとの情報

営業収益    （単位：千円）

日本 英国 香港 その他 合計

5,705,349 1,668,640 998,040 1,768,631 10,140,662

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

JPMorgan Asset
Management (UK) Limited

1,658,796 資産運用業

JPMorgan Asset
Management (Asia
Pacific) Limited

964,644 資産運用業
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（１株当たり情報）

第33期中間会計期間
（自2022年４月１日
至2022年９月30日）

　
１株当たり純資産額 307,938.35円

１株当たり中間純利益金額 7,088.67円
　
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

１株当たりの中間純利益の算定上の基礎
　
中間損益計算書上の中間純利益 398,844千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純利益 398,844千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  2023年５月24日 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社   

 取　締　役　会　御　中

 

 
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　光　夫

 

中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープンの2022年９月13日から2023年３月12日までの中間計算期間

の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行っ

た。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープンの2023年３月12日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する

中間計算期間（2022年９月13日から2023年３月12日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監

査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンド

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表

明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監

査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手

続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基

づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す

る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくな

る可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸

表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、経営者に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

 

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  2022年12月２日 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社   

 取　締　役　会　御　中

 

 
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　光　夫

 

中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの

第33期事業年度の中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監

査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監

査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手

続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基

づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す

る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸

表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

 

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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